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197515，752 8，8996，85390．51L699i3L6）1，5564，993 5，160（響 L6731，572L379欝 1L2895，7413，59636，949（1：ll）
197816，452 9，5286，94291．9翻 1，8545，7895，5658～ll2，0441，goo 1，557欝 11，1545，5473，83439，253（1：ll＞
19817，222 10，2246，99892．9欝 2，2556，694 6，751（2U111981 914 7641購12，6206，9806，55244，511（1：；1）
198417，520 10，5786，94290．9器 1，9196，295 5，565｝lll；14，8014」613，714ll摺10，4835，272 5，18847，398（1：；1）
198717，44010，85萱6，589 1．1躍 1，8936，956 4，442騰 3，885 4，7363，3041器10，7935，6215，37647，006（1：；1）
199017，347 11，0056，34290．8騰 1，9657，248 4，426欝 3，797 4，742 3，6691欝10，7976，0106，06948，722（1：ll）
199317，525lLl566，369一 ｝響 2，0867，5944，199圏 3，596 4，695 3，5061響重0，9726，487 7，28050，415＝
法人公民館とその職員数は，それぞれ1975（20館60人）1978（25館53人）1981（27館89人）1984（18館72人）
1987（18館67人）1990（16館77人）であり，上記表の数値はこれをふくんでいる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（同　上）
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図一1　社会教育主事の職務実施率と役割意識
・決裁文書の作成（起案）
・他機関から依頼された調査に回答すること
・備品の選定や購入に関すること
・事業PR用パンフレットの作成
・会議の議事案作成
・会議の司会
・社会教育予算に関すること
・会議の議事録作成
・杜会教育施設の管理
・他行政との連絡調整
・主催事業の司会やオリエンテーションを行うこと
・講師の選定や依頼
・講座等の教材の作成
・社会教育資料や広報誌の編集・作成
・団体や他機関への講師等の紹介
・年間事業計画の立案
・講座等記録誌の編集・作成
・職務の関わる自己研修・研究
・学級・講座の企画立案
・住民に対する学習相談と情報提供
・講座等受講アンケートの実施分析
・議会における答弁など
自治体計画の原案作成
・他市町村（都道府県）の実態把握
・団体等が行う事業の講師・助言者になること
・職員研修の司会やオリエンテーションを行うこと
・主催事業の講師や助言者になること
・職員研修の講師や助言者になること
・職員研修の企画・運営
・社会教育調査の企画・実施
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実施率
「社会教育主事が中
心」とする回答
（佐藤晴雄「社会教育主事の任用と職務の実態」，『社会教育』1994年5月号）
　加えて，「生涯学習」という名称を用いた
部局の再編やいわゆる生涯学習のまちづくり
などといった推進施策を実施している自治体
においては，社会教育職員も予算も増えない
中で，従来の事業に加え「生涯学習」の名を
冠した新たな事業一主としてイベント的事
業一が増加することで，職員の過重勤務が
　　　　　　　　　　　2》進んでいるという問題や，本来やるべき，あ
るいはやりたい仕事ができないという問題も
指摘されている。
　例えば佐藤晴雄の調査によると，社会教育
主事の場合に決裁文書の作成（起案）を筆頭
に依頼された調査の回答，備品の選定や購入，
事業PR用のパンフレット作成，会議の司会
や議事録の作成，社会教育施設の管理といっ
た，主事本来の職務ではないと考えられてい
る仕事に携わるケースが多い反面，社会教育
調査の企画・実施や職員研修の企画・運営，
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その研修の講師や助言者といった主事の専門
職から導き出される職務の実施率が，主事本
来の仕事と考えられている意識に比してかな
り低くなっているという結果も出ている。
　（図一1参照）
　また公民館職員においては，2－－3年とい
う短期間での異動が常態化してきている問題
も顕在化している。例えば1990年の埼玉県公
民館連合会の調査による専任職員の勤務年数
を見ると，1年未満が22．9％，1～3年未満
が33．3％，3年～5年未満が19．9％となって
おり，ほとんどの職員が3年程で他の行政部
局へ異動してしまうというのが現実である。
　このような傾向は特にここ10数年の動きと
して広がってきており，全国で18000余りあ
る公民館（類似施設を含む）の専任の公民館
主事の内，10年以上の勤続年数を持つ人は
1000人に満たないといった状況である。こう
したことから，常に新しい職員によって事業
が企画・実施されることで公民館事業の形骸
化とマニュアル化が進んでいるという問題が
　　　　　　3）指摘されている。
　公民館主事の場合は，社会教育主事任用資
格取得者を対象とした専門職採用がほとんど
なされていないため，多くがいわゆる一般行
政部局内の異動で公民館へ来るケースであ
る。2－－3年でようやく仕事の内容や地域の
状況の把握及び住民とのつながりなどができ
てきた段階で異動するというのは，行政施策
の効率性の観点から見ても無視できない問題
であるが，それ以上に施設利用者や学習者の
活動を専門的に援助するという本来の役割か
ら見て大きな問題である。「住民と一体となっ
ていい実践を生み出す最大の要因は，社会教
　　　　　　　　　　　　　　　4）育職員自身のありように求められる」とすれ
ば，「公民館で3年間でできる仕事とは何だ
ろう。地域を知らないまま異動の時期を迎え
　　　　　　　　　　　　　5）る人もいるのではないだろうか。」といった
疑問が必然的に生起してくることになる。
　以上のような動向の一方で，同時に社会教
育施設の「合理化」や財団委託化，さらに「規
制緩和」の名のもとに法に拠らない施設の建
設（特に，博物館や図書館）なども進められ，
そうした中で専門職員としての位置づけが
いっそう不明確になってきている状況が，従
来にもまして広がっている点も重大な問題で
ある。
　それは，社会教育主事を社会教育法でいう
専門職として位置づけるのではなく，一般的
な職名として性格づけることで，その専門職
制度を空洞化させるような動きが現れてきて
いる点とも連動していると思われる。例えば，
社会教育職員を専門職として採用してきた埼
玉県鶴ヶ島市での社会教育主事の辞令を受け
　　　　　　　　　　6）た公民館職員の配転問題や，高知県での杜会
教育主事発令の撤回を求めた高校教師の裁判
　アラの例などは，行政当局が恣意的に法に則った
専門職としての社会教育主事と，一般的職と
しての社会教育主事という「2つの社会教育
主事」を使い分けながら，専門職としての位
置づけを前者のみに置こうとしていることを
示している。
　それと合わせて，後述するようにこの間の
生涯学習政策のひとつの柱として強調されて
いる「生涯学習ボランティア」の養成と活用
といった施策が，先の職員体制の流動化と同
時にヒエラルヒー化をいっそう押し進めてい
くことが懸念される。
（2）生涯学習政策にみる社会教育職員の
　位置
　それでは，今日の自治体における生涯学習
政策が社会教育職員をどのように位置づけて
いるのだろうか。その際にまず問題にしなけ
ればならないのは，1987年の社会教育主事任
用資格に関わる社会教育主事講習のためのカ
リキュラムに関する文部省の省令改訂以後，
生涯学習関連の政策文書や答申などを見る限
りにおいては，職員に言及したものは皆無に
近いという点である。
　このような動向は，1970年代から80年代前
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半にかけての社会教育に関する答申類におい
て，社会教育主事や社会教育施設職員の専門
的役割が強調されていたのとは対照をなして
いるといえるだろう。1971年の社会教育審議
会答申「急激な社会構造の変化に対処する社
会教育のあり方について」，1974年の社会教
育審議会建議「在学青少年に対する社会教育
の在り方について」，同年の社会教育審議会
答申「市町村における社会教育指導者の充実
強化のための施策について」，そして1981年
の中央教育審議会答申「生涯教育について」
などでは，行政主導のコンテクストといった
問題等を含みながらも，社会教育職員の専門
的役割とその養成の重要性を強調していた点
では共通していたからである。
　これに対して，例えば1990年の1月30日に
出された中央教育審議会答申「生涯学習の基
盤整備について」では，人々の生涯学習を支
援するため「情報の収集・提供や学習相談な
ど，生涯学習に関して十分な知識経験を有す
る専門的職員の役割が大きい。」と述べられ
ているが，それ以上の具体的な職員に関する
記述はない。
　また1992年7月29日の生涯学習審議会答申
「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振
興方策について」では，「生涯学習の振興の
ためには，（中略）特に，生涯学習に関する
専門的職員，指導者養成や，メディアを有効
に活用できるような資質を持った職員の養成
が必要である。」とし，続けて「施設の長や
社会教育主事，学芸員，司書，公民館主事等
の専門的職員の研修の一層の充実を図るとと
もに，大学等における高度の資質向上のため
の研修プログラムについて検討する必要があ
る。」と述べながらも，これ以上具体的な論
及はなく，ボランティアや他の専門的指導者
の養成とパラレルでその役割や課題が提起さ
れているにすぎない。そして全体の論調とし
ては，教育委員会が生涯学習振興の中核的役
割を期待されているといった内容に留まって
いる。
　先に述べた社会教育職員の置かれている問
題状況からすれば，このように記述がなされ
ていないことはいわば必然であるということ
もできるが，しかしながらもちろん政策の文
言としてそのような問題状況を生み出してい
くことを提唱しているわけではない。むしろ，
こうした生涯学習関連の政策文書や答申等に
社会教育職員に関する言及がないことが，実
は結果として，前述のような職員問題を拡大
させているということができるのではないか
と思われるのである。それはつまり，そうし
た政策が職員問題を等閑視しているというこ
とではなく，逆に社会教育職員制度そのもの
を空洞化させていく危険性を内包していると
いうことである。
　その点で看過できないのは，このような社
会教育職員の位置づけといわば反比例する形
で，ボランティアなどの民間指導者の役割を
強調している点である。1986年の臨時教育審
議会の第2次答申で，「地域の社会教育の中
核的な推進者である社会教育主事」を「広く
民間からも人材を求めるなど，広域的な視点
から優秀な人材を確保するための措置を一層
拡充する必要」を提唱して以降，特にこの流
れが基調となっており，そしてそのひとつの
集約を1991年の中央教育審議会答申に見るこ
とができる。
　実際に「生涯学習ボランティア」，「生涯学
習アドバイザー」などといった名称でそれが
具体化しており，1992年度からは，「生涯学
習ボランティア活動総合推進事業」が始まっ
てきている。また博物館では，「市民キュレー
ター」といった名称で博物館解説のボラン
ティア養成も進められてきており，さらに通
産省サイドでは，出版文化産業振興財団に
よって「読書アドバイザー」なる制度も作ら
れてきているのである。
　このような動きを政策的に支えようと提起
されたのが，前述した生涯学習審議会答申で
あり，ここでは「当面重点を置いて取り組む
べき4つの課題」のひとつとして，「一人ひ
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とりの学習の成果を生かしたボランティア活
動の推進」を上げ，かなりの部分を割いてボ
ランティア活動を生涯学習として取り組んで
いく意義と必要性について論じている。その
中でもボランティア評価の提案を行い，その
是非を含めて話題を呼んだが，これが現実に
ボランティア活動の呼び水になったことは記
　　　　8）憶に新しい。
　こうした動向から読みとれるのは，社会教
育職員の位置づけの弱さに比して民間指導者
の役割を強調するといった構図であり，そこ
に今日の生涯学習政策の特質があらわれてい
るということができるのではないか。細川内
閣以降の「地方分権化」論と自治体での財政
削減のための職員のリストラ及び施設の委託
化といった流れの中に，先に触れた社会教育
職員の専門資格の見直しに関わる動きが組み
込まれてきていると思われるのである。すな
わち，社会教育主事をはじめ博物館学芸員，
図書館司書などの資格が，社会教育機関・施
設等の要件についての「規制緩和」の促進と
いう文脈において「開かれた資格」となるた
め，「制度の弾力化」と「養成研修等の改善」
を検討するというものである。
　先の生涯学習審議会答申の中間まとめで
は，社会教育主事，司書，学芸員の養成につ
いて抜本的な検討に入ったことが報告されて
いるが，その後具体的には同審議会の社会教
育分科審議会計画部会で論議されてきてい
る。今のところ博物館と図書館に関しては，
学歴要件などを含めた資格制度の大幅な「変
更」の見通しが示されているといわれている
が，この問題についての議論が不十分である
ため，当初の予定に比べ大幅に報告が遅れて
おり，具体的な中味については明らかにされ
　　　9）ていない。
　しかしながら資格制度と養成のあり方が，
先に述べた社会教育職員体制の流動化，ヒエ
ラルヒー化につながる可能性と公民館主事を
はじめとした専門職採用制度の根本的な改善
が期待されないという点で，問題は依然とし
て先送りされた状態に留まっていると言わざ
るをえない。
　その意味において「専門職採用の道がない，
職員が増えない，異動が激しいなど現実の社
会教育職員問題が『基本認識』に据えられる
べきものの何ら触れられていない。これらの
問題を不問にした資格や養成内容が検討され
ても，深刻な社会教育職員問題に届くはずも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　IO）ない。それが重大かつ決定的問題である。」
という指摘は，現在の社会教育職員をめぐる
問題を端的に表現しているということができ
るだろう。
　以上のような社会教育職員制度の空洞化と
もいうべき政策の背景には，前述した地方自
治体の財政問題に端を発する行政「改革」に
よる自治体リストラの推進，そしてそれを正
当化するための「地方分権」と「規制緩和」
を論拠とした施設及び職員の「合理化」の志
　　　　　　　　　　　　11）向が強く作用していることは容易に想像さ
れるわけであるが，より本質的に問わなけれ
ばならないのは，そうした政策の基調にある
教育一学習の認識の問題であろう。なぜなら
今日の生涯学習政策を内在的に批判するため
には，その政策の制度的側面を支えている，
人々の学習・文化活動への支援や援助という
’営みをどのようなものとしてとらえているの
か，その認識のありようを問うていくことが
必然的に求められてくるからである。
（3）生涯学習政策における教育一学習認
　識の問題
　これまでの一連の生涯学習政策の基調をな
している，すなわち具体的施策の中味を規定
する生涯学習という事象をとらえる基本的認
識は，先の中央教育審議会や生涯学習審議会
の答申に見られるように，人々が「生涯のい
つでも自由に学習機会を選択して自主的に学
習する」ということであり，同時にその「成
果」が「適切に評価される生涯学習社会」を
めざすというものである。そしてそこにおい
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て行政が行うべきは，そのような学習が可能
となるよう「学習情報を提供することや学習
者のための相談体制を整備する」こと，学習
機会の確保のための施設の設置や相互の連携
を図るといった，基盤の充実にあるというこ
とになる。
　したがってそこで言われている「学習」と
は，そうした情報や学習の機会を「自由」に
選択する行為であり，しかもその「成果」が
きちんと「評価」されることによって，それ
が生涯にわたって継続されていく行為として
観念されることになる。それは，いわば個々
人が必要とする様々な情報や知識・技術など
を個別にストックしながら，適時それを社会
に還元していくため学習の「成果」としてフ
ローしていくという，きわめて個人的，個別
的な営みを意味しているといえるだろう。
　そうであるがゆえに，そうした個人的ニー
ズや需要を満たすのは行政機関のみならず，
民間レベルでも可能となり，むしろ行政では
柔軟に対応できない部分を民間の経営感覚を
生かしてサービスを充実するという，いわゆ
る「民間活力」が強調されてくるのである。
　こうした学習のとらえ方は，「投資」であ
ると同時に「消費」という認識にもつながり，
いわゆる「受益者負担」論へと帰着すること
になる。そのことは，いうまでもなく学習が
基本的権利であり，そうした権利を保障すべ
き行政の役割を規定した憲法一教育基本法そ
して社会教育法の理念から大きく逸脱するこ
とを意味する。
　上述のような問題は，「社会教育に係わる
学習（体育に係わるものを含む。）及び文化
活動その他の生涯学習に資する諸活動の多様
な機会の総合的な提供を民間事業者の能力を
活用しつつ行う」ことを唱った，「生涯学習
の振興のための施策の推進体制等の整備に関
する法律」（1992年成立）をはじめとして，
その後の前述した生涯学習に関する答申等に
教育基本法や社会教育法が全く引き合いに出
されていないところに，いわば象徴的に表れ
ているといえる。そこにおいては，学習は個
人消費の対象であり，それゆえそのサービス
提供は民間でも行われることが前提とされる
のである。つまり，学習需要という市場を行
政が作り，そこに民間が投資参入していくと
いう構図である。
　そうした流れは，文部省生涯学習審議会の
施設部会が1994年9月に出した「学習機会提
供を中心とする広域的な学習サービス網の充
実一新たな連携・協力システムの構築を目指
して一」と題する報告書からも読みとること
ができる。そこでは，今日の多様化する学習
のニーズに対応する「選択性の高い学習プロ
グラム等の開発」の課題が強調され，広域の
市町村と都道府県が連携をとりながら「広域
的な学習サービス網を整備していく必要があ
る」と述べられているが，その際に「民間事
業者との適切な連携・協力の在り方について
も配慮」することが付言されているのである。
　先述した社会教育施設の委託や「合理化」
といった動向に加え，さらに最近文部省は，
公民館での民間事業者の営業を認め，公民館
がその事業をバックアップしていくことを求
める通達（「社会教育法における民間営利社
会教育事業者に関する解釈について（通知）」）
を各都道府県教育委員会教育長宛に出した
が，この動きも以上のような構図に沿ってい
ることは容易に想像される。
　この問題についての詳論は，本稿の主題で
はないため省略するが，これが特定の営利事
業に公民館の名称を利用することを禁じた社
会教育法第23条に抵触する可能性があるこ
と，そして営利を目的とする民間事業者が主
催する有料で高額の講座等の実施により，公
民館での無料あるいは低廉な利用料で学習で
きる権利と教育の機会均等の原則が脅かされ
る危険性を有している点については，確認し
　　　　　　　　12）ておく必要があろう。
　以上のような論調においては，先に触れた
ような学習がきわめて個人的な営みとして観
念されていることの問題性を問わなければな
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らない。一見すると見栄えのいい文言の中に，
学習の本来的な意味や機能を巧妙にスポイル
する論理が内包されていると思われるからで
ある。それは，学習を教育的機能から意図的
に切り離して論理化することによって，逆に
後述するような啓蒙の構図をそこに組み込ま
せているという問題であり，政策上の文言と
して「生涯教育」から「生涯学習」へ変えて
いく流れにそれが端的に表れているだろう。
すなわち，そこでは「教育」という概念を押
しつけや強制のニュアンスでとらえることに
よって、「教育」ではなく自らの要求と必要
に応じて自発的に行われるべき「学習」を，
という論理が導き出されているのである。
　こうして「教育」ではなく「学習」を，と
いうコンテクストのもとで教育と学習の相互
関係のダイナミズムを等閑視し，学習が教育
的営為を介在させないまま，つまり他者との
相互的働きかけの中でではなく，個人の文脈
で完結し，しかもそれが前もって用意された
情報や知識・技術を「選択」し，受容するこ
とによってなされるとすれば，社会教育職員
の役割はそうしたメニューを準備するか，あ
るいは学習の相談に応じるというレベルに留
まることになる。
　このような構図においては，当然のことな
がら人々の相互の主体的学習（自己教育）を
援助し，そこにおけるコミュニケーションの
構造を支え，活性化させる職員の専門的役割
という認識は見いだせない。その結果として，
「生涯学習」が政策的に提唱され，施策化さ
れればされるほど，こうした社会教育職員の
位置と役割は後景に退くことになるのであ
る。
　その際にこうした観念が，同時に行政によ
る啓蒙の構図を内包しているという問題を看
過することはできない。なぜなら行政が，人々
が必要に応じて情報を受けとるための条件を
整えるということは，結局のところ人々に提
供すべき情報や知識，技術の選択と構成を行
政が行うということを意味するからである。
それはつまり，教育一学習における自治の視
点が抜け落ちることを意味する。
　はからずもそのことが，次のような当の文
部省生涯学習局の職員から示唆されている点
は興味深い。すなわち，「『人々が，生涯のい
つでも，自由に学習機会を選択して学ぶこと
ができ，その成果が適切に評価される』とい
う，日本における『生涯学習社会』の定義は，
学習活動に関する人々の自発的選択は，本人
にとっても常に正しく最適である一という，
極めて楽観的な考え方に基づいて作られてし
まっているため，『どのような学習活動が行
われている状況を想定しているか』という部
分が含まれていないのです。つまり，どのよ
うな学習活動を行政として推進するかという
点は，政策的判断に委ねられているわけで
す。」13）と。
　この論述は，生涯学習を推進していくため，
行政は人々の多様な学習の中のどのような
「学習活動」を振興すべきかについての議論
において語られている部分であるが，そこか
らは，そうした振興すべき「学習活動」の中
味を決定する権限と役割が行政の課題である
ということを暗黙の前提としている点を読み
とることができる。
　その意味で，学習活動の内容が情報提供や
学習相談といったソフトな表現で語られなが
ら，その実行政によって決定され，それを必
要や要求に応じて個々人が「自発的」に選択
するという点に，したがって学習の内容や方
法などを学習者自らが，必要に応じて専門職
員の援助を得ながら編成し，学習を協同して
組織していくといった自己教育の視点がない
がしろにされているという点に，生涯学習政
策における「学習」の問題が集約されている
といえるのではないかと思われるのである。
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（4）「アクチュアリスト」としての社会
　教育職員
　それゆえ以上のような問題状況にあって
は，従来にもまして社会教育職員の置かれて
いる位置とその専門的役割が鋭く問われてき
ているといえるだろう。これまで言及してき
たように生涯学習政策においては，こうした
職員の位置づけと役割が軽視され，それが民
間の事業や指導者の強調につながっているか
らである。
　そこでは，学習内容や方法における多様な
メニューの「自主的・自発的選択」を強調し
た生涯学習のソフトなイメージが表層的に流
布されているが，そのイメージに反して，そ
こに内包されている学習は状況対応的で個別．
的，静態的そしてさらに啓蒙的な学習観に
則っているのではないか，という問題意識で
見ていく時，あらためて社会教育という営み
が自己教育・相互教育であることの意味を確
認することが不可欠となる。
　学習という行為は，決して個々人の個別的
活動で完結するものではなく，そこには必ず
他者からの働きかけによって展開するコミュ
ニケーションの営みが存在するのであり，そ
うした相互作用としての教育一学習活動の動
態のありようが問われなければならないので
ある。そこにこそ社会教育職員の専門性が最
も問われる必然性が存在するのであり，それ
を明らかにしなければ，先のような職員をめ
ぐる問題状況を打開することはできないだろ
う。逆にいえば，こうした内在的なアプロー
チを通して，あらためて社会教育職員の特有
の位置と役割が浮かび上がってくるというこ
とである。
　ただし，ここでいう社会教育職員の専門性
とは，例えば先の図一1のような社会教育主
事（補）の職務や，公民館（類似施設を含む）・
図書館・博物館・青年の家などの各社会教育
　　　　　　　且4）施設職員の職務といった個別の具体的な職
務内容を通底し，それらの基底に位置するい
わばメタレベルの能力を指している。そのひ
とつのイメージをかつて筆者は，アイデン
ティティとライフサイクル論の展開で知られ
るE．Hエリクソンの言う「アクチュアリス
　　　　　　　　　　　　　　　　15）ト」の能力の中に求めたことがあるが，そ
の具体的内実をさらに掘り下げていくことが
必要であると考えている。
　エリクソンは，人間は相互的な関係性に支
えられて生きており，その相互性・mutual－
ityを意識化し，活性化する実践が認識の展
開とアイデンティティ形成につながること，
そしてそうした営みの連鎖が，人間が「行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）において事実上，真実であると感じられる」
アクチュアリティの創造を可能にすること
を，インド独立の指導者であるM．ガンディー
の実践の中に見てとっている。すなわちエリ
クソンの言う「アクチュアリスト」とは，
「新たな形式の相互交渉によって創造された
　　　　17）活動空間」としての“ともに生きられる”
共同性と自治の空間であるアクチュアリティ
をつくり上げていく存在，つまり「新しい相
　　　　　　　　　　　　　　　　18）互性に支えられたactualityを拓く人」のイ
メージである。
　それを，人々の学習における相互作用を活
性化していくための新たな関係性を拓いてい
く社会教育職員の実践的力量に援用すること
ができるのではないか。つまりその力量とは，
地域の中で様々な課題や要求を有している
人々を学習活動という側面から援助するとい
う行為において，他の行政職員も含め地域の
様々な人々を相互に結び付けながら自治と共
同性に裏打ちされた新たな関係性をつくり上
げていくことにむけての社会教育職員の働き
かけの総体であり，その具体的展開である。
例えば，長野県松川町における健康学習の活
　19）
動をはじめとして，すぐれた社会教育実践
には，そうした営為が必ず内包されているこ
とを見ることができるだろう。
　このような視座から導出されると思われる
社会教育職員の専門性とは，生涯にわたるそ
して同時代の様々な教育一学習機会・機能の
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有機的統合という本来の意味での生涯学習の
視点にもとついて，学習活動が生み出す豊か
なコミュニケーションと相互行為を創造する
営為の中に求められるのである。それは，地
域における教育資源と各種の行政機関・職員
のネットワークをはかり，その関係が作られ，
互いの認識が深化・共有されることによっ
て，あらたな公共性の空間を創造していく
人々の教育一学習という相互行為への働きか
けであるということができるのではないか。
　そうであるとすれば，そこにおいては同時
にこうした実践をとらえ，対象化しながら絶
えずその質を問うていく実践分析の視点と眼
差しが求められてくるだろう。なんとなれば，
社会教育職員がそうした学習の内的展開過程
に関わっていなければ，学習を援助すること
にならないからである。それゆえそこにおけ
る専門性とは，実践を共同で記録化すること
で学習者相互の関係性のありようを対象化
し，さらに互いの認識の展開を跡づけながら
学習の成果と課題を共有化していく活動への
働きかけであり，その活動を組織化していく
力量であると表現することもできるだろう。
　こうした実践分析を方法論的にどう深めて
いくという課題意識は，近年いくつかの実践
　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）分析研究の試みとして提起されてきており，
その方法論的深まりが求められているといえ
る。
（5｝専門職制度の充実にむけて
　以上のような実践を展開していく職員の専
門的力量は，いうまでもなく先述した社会教
育職員をめぐる問題状況の中で十全に発揮さ
れないし，ましてやそれを養成することは極
めて困難である。それゆえこれまで繰り返し
指摘されてきているように，そうした専門性
が生かされる制度的保障が不可欠となるので
あり，その際の要点となるのが，①専門職採
用と任用制度の確立及び②職員研修の制度化
と中味の充実，そして③専門職にふさわしい
人事異動と身分保障制度の確立，といった課
題である。
　こうした専門職員制度の充実という課題
は，地方自治体での自治的で民主的職員集団
による運動及び地道な実践に裏打ちされた職
員の専門職としての広範なコンセンサスをつ
くり上げていく営為に委ねられていること
は，何よりもこれまでの多くの取り組みの中
　　　　　　　21）に示されている。このようないわば制度改
革に関わる運動的課題と，現実に2～3年で
他の行政へ異動するといった問題状況の中
で，そうした条件のもとにあっても職場での
職員の専門的力量をどう高め，生かしていく
のかという当面する実践的課題をどう統合し
ていくかが，問われているのである。
　そこでの要点として，地域課題，行政課題
と切り結ぶ社会教育事業を展開していくこと
によって，行政部局内での社会教育の位置と
役割を確かなものにしていくこと，同時に現
実に他部局から異動してきた職員が社会教育
に関する専門的知見を高め得るような研修等
を制度的に保障する職場集団の形成というこ
とがあげられるだろう。
　そしてこの課題を考えていく上で，市民館
や文化館などといった自治体における公共の
’文化施設の状況は示唆的であると思われる。
それは，総務庁が1995年11月に発表した行政
観察結果（芸術文化分野の行政観察は初めて）
によると，こうした施設では自ら企画・立案
する自主事業が極端に少なく，大半が歌謡
ショーなどの「貸館事業」によって占められ
ているため，同庁はいわゆる箱モノ建設重視
の補助金制度を見直して有効な支援を文部
　　　　　　　　　　　　　　　　　22）省・文化庁に勧告するというものである。
　その際に注目すべきは，この問題の原因と
して会館職員の養成といったソフトの面が遅
れていること，すなわち短期間の職員異動に
よるノウハウの蓄積の困難性，人材育成シス
テムの未整備及び極端に少ない自治体の自主
事業予算などを指摘している点である。
　このことは，文化施設がハードだけでは十
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分にその機能を果たし得ないこと，それゆえ
ソフトとしての専門職員の役割を行政自らが
認め，その養成を強調している点で，はから
ずも社会教育職員の位置と役割の重要性を皮
肉な形で示しているともいえる。
　そうした意味で，自治体リストラ政策の理
論的根拠を提供しているといわれる地方自治
経営学会が最近提示した「公立と民間のコス
ト比較調査」の報告書に示されているように，
先の会館等に比べ専門職員を配置した社会教
育施設の民間委託の割合が極端に低いという
　　　　　　　　23）点は重要であろう。このことの意味を確認
しながら，社会教育施設だけではなく，さら
に他の文化施設等も含めてその活動を充実し
ていくための専門職員の位置と役割を明確に
することを通して，先の課題に迫っていくこ
とが求められているのである。
　　　　　　　　〈注＞
1）長澤成次の調査によると，1993年段階で全
ての都道府県と政令指定都市において行政組
織・生涯学習推進会議等が設置され，生涯学
習センターも設置済みと予定を含めると40都
道府県・5市にのぼり，その内少なくとも9
センターが財団に委託されているという。ま
　た市町村レベルでは，生涯学習主管組織を設
置している自治体は370市町村と10特別区，
　さらに生涯学習推進会議等を設置しているの
　は1374市町村と26特別区となっており，「都
道府県に比べれば遅れているとはいえ，4割
　を超える自治体が何らかの推進体制を持つに
　いたっている」とされていたが，現在この数
　がさらに増加している。（長澤成次「生涯学
　習振興整備法一その戦略と自治体行政」，『住
　民と自治』1993年11月号）
2）例えば，社会教育推進全国協議会編『職場
　から語る／社会教育職員のいきがいと悩み』，
　1995年。これについて「日本教育新聞』1995
　年9月16日付けでは，「仕事に対する「やり
　がい』が語られる一方，長時間労働の苦しさ
　や一般行政職員の理解が得られないとの嘆き
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が聞こえてくる。」と論じられている。
3）片野親義「社会教育職員をめぐる実践と研
究の課題」，『社会教育職員研究第2号』，全
国社会教育職員養成連絡協議会，1995年。及
　び同「社会教育職員問題をめぐる実践と研究
　の課題」，『月刊社教育』1994年10月号。
4）同上，p．34。
5）同上，p．36。
6）1989年に社会教育主事として採用した公民
　館職員を，当局が本人の意志を無視して社会
教育以外の職場へ配転させたことを不服とし
　て4人の職員（当時）が公平委員会に提訴し
　た事件。審理の中で当局は，鶴ヶ島市には公
　民館の社会教育主事と教育委員会事務局に配
　属される社会教育主事という「2種類の社会
　教育主事」がおり，社会教育法で規定されて
　いる社会教育主事の性格を有するのは後者の
　みであるとして，配転の正当性を主張したも
　の。この事件の詳しい経過については，鶴ヶ
　島市職員組合・鶴ヶ島の社会教育と不当配転
　者をみんなで守る会編『つるがしま公民館職
　員不当配転のたたかい報告集』，1993年8月，
　を参照。
7）高知地裁は，「本件の社会教育主事は採用
　手続きが法律上定められている専門職として
　の社会教育主事ではなく，単なる職としての
　社会教育主事であり，任命権者である県教委
　の裁量により地方公務員法上の転任により異
　動させることができるものであると判断」
　（傍点引用者）し，結果として教師の訴えは
　棄却された。「高知県（社会教育主事）事件」，
　『労働判例」No．628，1993年7月，　p．23。
8）この問題について詳しくは，小林繁編著『君
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